
 

吹田市市民公益活動団体届出制度運用要領 

令和５年４月１日制定 

令和６年１２月１６日最終改正 

 

１ 趣旨 

 この要領は、吹田市市民公益活動の促進に関する条例（平成１４年吹田市条例第８号。以下

「条例」という。）第 10 条第２項並びに吹田市市民公益活動の促進に関する条例施行規則（平

成 14 年 3 月 29 日規則第 11 号）（以下「規則」という。）第２条及び第３条に定める市民公益

活動の活動内容等の届出制度の運用について定めるものです。 

  

２ 定義 

（１）この要領において「市民公益活動」とは、条例第２条第１項に規定する「市民が自発的

に行う営利を目的としない社会貢献活動」のことをいいます。 

（２）この要領において「市民公益活動団体」とは、条例第 2 条第２項に規定する「市民公益

活動を行う者の団体であって、主として市内を活動地域とするもの」をいいます。 

（３）この要領において「届出団体」とは、市民公益活動団体のうち、条例第 10 条第２項並

びに規則第２条及び第３条に定める市民公益活動団体の届出をした団体のことをいいます。 

 

３ 届出団体の情報の公表 

市は、届出団体の情報を２年に１回発行する「吹田市公益活動団体ガイドブック」に掲載す

るとともに、随時、市民公益活動センター ラコルタ（以下「ラコルタ」という。）のホームペ

ージに情報を掲載します（地域諸団体の情報は除く）。また、市民からボランティア参加希望

などの相談があった場合に、届出団体を紹介します。 

 

４ 届出の対象について 

 市民公益活動団体のうち以下の条件を満たす団体です。 

（１）非営利・公益を目的に活動をする団体 

※ 営利目的でない限り、有償サービスを提供する団体も含みます。 

※ 共益団体・互助団体の性格を持っている団体であっても、活動内容に着目し市民公

益活動を行っている場合は、該当することもあります。 

※ 条例第２条の（１）から（３）の活動を行う団体、又は暴力団員による不当な行為の

防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）に規定する暴力団、及び暴力団又はそ

の構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなっ

た日から５年を経過しない者の統制の下にある団体は該当しません。 

（２）主として市内を活動地域とする団体（条例第２条第２項） 

※ 団体の所在地が吹田市内であるか、又は吹田市内での活動が活動の半分以上を占め

ているか、若しくは利用者（サービスの対象者）の多くが吹田市民である団体 

（３）市民がオープンに活動や運営に参加しているか、又はボランティアの受入れが可能な団



体 

（４）任意団体（ボランティアグループ）、又は特定非営利活動法人などの公益法人である団

体で、定款、規約、会則を制定しており、３人以上の役員がいる団体 

※ 全国組織等の支部等での届出は出来ません。支部等で届出をするには独立した会則

等が必要です。 

 

５ 届出の有効期間 

 届出以降の最初の吹田市公益活動団体ガイドブックの発行まで 

２年に１度、吹田市公益活動団体ガイドブックの発行の際に実施する届出内容の確認調査

に対して回答いただければ次のガイドブック発行時まで有効期間が延長されます。 

 

６ 届出の手続きについて 

届出の書類は市民部市民自治推進室に提出してください。ラコルタの窓口に提出していただ

くこともできます。 

（１）新規届出 

 新しく届出しようとする場合は、「市民公益活動届」（様式第１号又は第２号）及び「市民

公益活動内容等届別紙」を提出してください（規則第 2 条）。 

（２）届出内容の変更 

  （１）により届出をした市民公益活動団体（以下「届出団体」という。）は、当該内容に変

更があった場合は、「市民公益活動内容等変更届」（様式第３号）を提出してください（規則

第 3 条第 1 項）。 

（３）届出の取り下げ 

  届出団体が解散しようとするとき、または、活動休止その他の理由により届出を取り下げ

る場合は、取下届（様式自由）を提出してください（規則第３条第２項）。 

（４）市による届出内容の確認 

市長は、６（１）及び（２）に定める届出があった場合、提出書類等により届出制度に該

当する団体かどうかを確認し、結果を団体に連絡します。 

（５）届出の削除 

  以下の場合、市は届出を削除します。 

  ア ６（３）による団体からの届出があった場合 

  イ ５の吹田市公益活動団体ガイドブックの発行の際に実施する届出内容の確認調査に

回答がない場合 

  ウ 市が４に該当しない、その他団体が市民公益活動団体に該当しないと判断したとき 

  エ 虚偽の内容により届出をしたことが判明した場合 

 

７ 届出制度の性格 

この届出制度は市が団体の公益性・専門性等を認定・保証するものではありません。そのた

め、市民公益活動団体の届出をした団体であっても「市から公益性を保証された団体」、「市民

公益活動団体として市から認定された団体」等と称することはできません。 



 

８ 特記事項 

吹田市立市民公益活動センター条例（平成 23 年 12 月 27 日条例第 32 号）第４条、並びに

吹田市立市民公益活動センター条例施行規則（平成 24 年 1 月 16 日規則第 1 号）第４条第２

項第１及び２号における市民公益活動団体は、この要領に定める届出団体とします。 

 

 

附 則 

この要領は、令和６年１２月１６日から施行する。 

  



様式第１号（６（１）に規定する市民公益活動内容等届） 

 

  



様式第２号（６（１）に規定する市民公益活動内容等届） 

 

  



様式第３号（６（２）に規定する市民公益活動内容等変更届） 

 


